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●100 人の国としたら？ 

●今年の白書、目次と概要は？ 

 白書は毎年「日本を 100 人の国」に例えたデー
タも公表。高齢化の進展が顕著です。 

項　目 2017～20年 2021～25年

65歳以上（75歳以上） 28.8(14.9)人 29.4(17.3)人

老齢年金の受給者 27.3人 28.1人

会社の健康診断｢有所見｣ 26.1人 29.4人

タバコを吸うのは 16.7人 14.8人

病気・ケガで通院中 40.4人 40.9人

生涯でガンになる(男) 31.9人 30.8人

生涯でガンになる(女) 25.8人 26.1人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 版 サブタイトル 

2021(令和 3) 新型コロナウイルス感染症と社会保障 

2022(令和 4) 社会保障を支える人材の確保 

2023(令和 5) つながり･支え合いのある地域共生社会 

2024(令和 6) 
こころの健康と向き合い、健やかに暮らす
ことができる社会に 

2025(令和 7) 
次世代の主役となる若者の皆さんへ－変
化する社会保障･労働施策の役割を知る 

2026(令和 8 ) これからの医療･介護･福祉の現場で働く
ことを考える 

＜最近の厚生労働白書＞ 

●医療等にテーマを絞って！ 

 

●国民の 7 割が不安を感じる 

2026 年版厚生労働白書！ 医療･介護･福祉の未来へ 

医療・介護・福祉の人手不足の現状 

テクノロジーの活用がカギ！ 

人材育成と人材定着を目指す！ 

全世代型社会保障！ 

若者に期待！制度の担い手へ 
2026 年 

厚生労働白書 ICT・AI 
ロボット 

 9 月未発表の 「2026 年版厚生労働白書」は
医療・介護・福祉の現場を将来にわたって支え
る方法を考える内容となっています。 
医療・介護・福祉は誰もが受け手となり得るも
のであり、少子高齢化の中で今後、社会全体で
考えていくべき問題であると指摘しています。 

今年の厚生労働白書 

１．医療･介護･福祉を支える現場の現状と、 
2040 年を見据えた課題と対応の方向性  
需要の変化と今後の方向性  

2．2040 年に向けた医療･介護･障害福祉の 
現場における取組み 

 ～テクノロジーの活用による生産性向上～ 
   先進事例や国民の意識調査  

 ｢厚生労働白書｣では、厚生労働行政の現状や
今後の見通しなどを広く国民に伝えることを目
的にとりまとめています。本年度版は 2001 年
（厚生省と労働省の統合）の発刊から数えて 25
冊目となります。副題は「これからの医療・介
護・福祉の現場で働くことを考える」です。 
＜今年の特徴＞ 
① 2040 年問題への危機感から医療・介護・

福祉にテーマを絞った分析と提言 
② 医療・介護・福祉を担う人材の育成と確保を

目指し、テクノロジー活用を訴える 

人手不足 
人材確保 

 厚生労働省が実施したアンケート調査では、
医療･介護･福祉分野の将来の担い手不足に不安
を感じる国民は 7 割超という結果に。 

（第 1 部）テーマ編：これからの医療･介護･福祉
の現場で働くことを考える 

（第 2 部）年次行政報告 ：現下の政策課題への対応 

子育て、雇用、年金、医療、介護など厚生労働 
行政全般の最新の取り組み 
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 ｢日本の 1 日｣は、1 日で起こる出来事の件数
を調べたもので、興味深い資料です。 

●人手不足どのくらい深刻？ 

●医師も地域や診療科で大きな差！

が！ 

●求人倍率は高水準で推移！ 

●日本で１日何件起きる？ 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

   

   

  

  

  

  

           

  

  

  

  

   

  

 

 

 

   

   

項　目 2016～20年 2021～25年

生まれるのは 2,297人 1,839人

亡くなるのは 3,750人 4,355人

　ガンで亡くなる 1,034人 1,038人

　心疾患で亡くなる 562人 604人

　老衰で亡くなる 362人 588人

１日当たりの人口増減 ▲1,453人 ▲2,516人

結婚するのは 1,436組 1,340組

離婚するのは 528組 491組

 ｢人口 100 人でみた日本」同様、人口減少と
高齢化の顕著な進展状況がみてとれます。 

●養成課程の入学者数減少で･･･

で・・・ 

刻で、介護関係は 25 年度には 3.98 倍に。障
害福祉でも 3.28 倍に達し、人手不足が慢性化
している状況です。 

＊医療施設に従事する人口 10 万人当たりの医師数
をベースに医師の労働時間や受療率を勘案した指標 

●病院の 58％が赤字経営！ 
 病院、介護事業所、障害福祉サービス等事
業所の経営環境は賃金上昇や物価高騰の影響
に直面し、24 年度で 58％の病院が経常利益
ベースで赤字、介護サービス施設の 37.5％、
障害福祉サービス施設の 43.6％が赤字に。 
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白書に見る日本の現状 

 白書によれば、介護職員は 2040 年度に約
272 万人が必要とされ、これは 26 年度から約
57 万人増となります。働き手全体が減ってい
く中では、これだけの人材を新たに確保するの
は容易ではなく、採用だけで穴を埋める発想に
は限界があります。 

＜介護職員は 2040 年に約 272 万人必要＞ 

 医療･介護･福祉分野の求人倍率は高水準で
推移しており、特に介護分野で人手不足が深刻
化しているのがわかります。 

＜看護･介護･障害福祉関係職種の有効求人倍率＞ 

 2025 年度における看護関係職種の有効求
人倍率は 2.10 倍と、全職業計(1.10 倍)を大
きく上回る高水準で推移。介護･福祉分野も深 

近年、医師数は全体として増加しているもの
の、地域や診療科によって配置や増減に偏りが
あり、都道府県間および診療科間で大きな差が
みられます。 

3.98 

3.28 

2.10 

1.10 

＜東京都と青森県で 2 倍の開き＞  
 医師偏在指標(*)では、東京都や西日本で指標
が高く、東日本で低い。最上位の東京都と最下位
の青森県では 2 倍の開きが。 

＜都道府県別の医師偏在指標＞ 2026 年 4 月 

人手不足と並行して、医療･介護･福祉分野
の担い手は少子高齢化の進展に伴い、近年、
中高年層へのシフトが進む中で、これらの職
種の養成課程における入学者数が減少傾向
で、将来の専門職の人材確保が困難になるお
それがあると指摘しています。 

＜外国人留学生が半数を占める？＞  
 看護師学校養成所への入学者数は、2018 年の
54,483 人をピークに減少を続け、25 年で 48,424
人(定員充足率 89.6％)に。介護福祉士養成施設
も入学者数は 10 年の 15,771 人をピークに減少
傾向で、25 年は 7,970 人(定員充足率 58.6％)で、
そのうち半数以上は外国人留学生が占める。 

＜病院の赤字/黒字割合＞ (経常利益) 

全体 

一般 

病院 

療養型 

病院 

精神科 

病院 

全国 266.8 青森県 194.4

東京都 358.6 茨城県 197.5

京都府 326.6 岩手県 200.4

福岡県 320.4 新潟県 201.7

岡山県 302.7 埼玉県 207.2
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●なぜ 2040 年に備える？ 

   

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現場で活用するテクノロジーの例＞ 
●2040 年ある日の介護現場？ 

●現場での先進的な活用事例！ 

●テクノロジーの活用が必要！ 
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2040 年を見据えて

●生産性向上が目指すもの 

 人口減少･少子高齢化の進行により、2040 年
頃には高齢者人口はピークを迎え、医療・介護･
福祉サービスの需要は量的に拡大し、質的にも
多様化が見込まれます。 

現場の担い手をめぐる状況は、40 年頃に向け
て一層厳しくなることが予想されます。 

 単なる効率化･省力化が目的でなく、業務の進
め方や役割分担を見直し、業務効率化による負
担軽減を図りながら、 
●創出された時間や人的資源を、直接的なケア
支援等に再配分して 
●職場環境を改善し、人材確保することにより 
限られた人材の下でも持続的なサービス提供の
確保を目指すとしています。 

手術支援ロボット

被介護者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

見守りセンサー 夜間の人手不足への対応

タブレット リモート診察時の問診

音声入力ソフト 職員の事務処理軽減

移乗支援機器 介護職員の負担軽減

ロボット技術

●ロボット･AI 導入７割賛成！ 
 手術支援ロボットや 診断を支援する A I の
導入の賛否を尋ねたところ、いずれも｢賛成｣
｢やや賛成｣の合計が 7 割超で、テクノロジー
（ICT、A I、ロボット等）導入への国民の受容
度が高いことが分かりました。特に、医療･介
護従事者の負担軽減につながる点が支持され
ており、これらの先端技術の活用によるサービ
ス維持･向上への期待が広がっています。 

＜DX で変える現場や組織体制、経営＞  
スマホや ICT を基盤に業務･組織改革 
●看護師の移動距離：4～5 ㎞削減 
●ケア時間：1 日 100 分創出 
●残業時間：年間 6,000 時間削減 

＜遠隔 ICU による働き方改革＞  
遠隔 ICU を導入し、複数病院を接続して専門医
が遠隔支援を実施し、医療の質を向上 
●コール対応の 61％を遠隔化 
●敗血症死亡率：36.8％⇒20％ 
●人工呼吸日数：11.8 日⇒7.5 日 

＜テクノロジー導入で現場改革と経営改善＞  
現場 DX を経営戦略に位置づけ、経営者主導で業
務を抜本改革し、ケアの質と生産性向上へ 
●職員負担の軽減：抱き上げゼロ 
●記録時間削減：1/10 以下の 5～10 分へ 
●夜間巡回ゼロ 

 介護現場では限られた人員の中でも支援
を続けていくための工夫や業務の見直しが
積み重ねられています。こうした現場の工夫
にテクノロジーが加わることで、2040 年
頃には人と技術が協働しながら支援を行う
介護現場が広がっているかもしれません。 

出典：2026 年版「厚生労働白書」 AI 活用のイメージ図 

 

今後さらに進展していく先
の 2040 年頃の現場の姿を
想像した例を紹介 

 生産性向上のため、テクノロジーを活用して
現場の働き方や業務をどう変えるかにも焦点を
置いています。テクノロジーが人に取って代わ
るというより、現場で働く人を支え、専門性を生
かしやすくする方向が示されています。 



 

+ 

子のアルバイト収入 
扶養控除／   

特定親族特別控除 

0 万円～ 159 万円以下 63 万円 

159 万円超 164 万円以下 61 万円 

収入＋5 万円増に伴い、 

控除額は▲10万円ずつ減少 

51～21 

  万円 

184 万円超 189 万円以下 11 万円 

189 万円超 194 万円以下   6 万円 

194 万円超 197 万円以下  3 万円 

●年末調整の負担は重くなるばかり 

●所得税の年収の壁は“178万円”へ 

いよいよ年末調整シーズン－ミスや混乱を避けるには？ 
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 以前は「103万円が代名詞だった年収の壁」は、

昨年160万円に、今年は178万円に増えました。 

また、配偶者や子どもが扶養に入れる年収も136万

円に増えています。 

 とはいえ、年収130万円以上になると健康保険の

扶養から外れてしまうため、所得税の年収上限が増

えても、130万円を意識して働く主婦が多いのが現

実でしょう。 

 

●大学生の子の年収制限＜2026年版＞ 

物価連動4万円：2年ごとに見直し（次は2028年） 
 

時限措置5万円:2026年、2027年の２年限定 

合計178万円 

★社会保険の106万円の壁は？ 

社保加入の目安だった年収106万円（月8.8万円）

は撤廃され、従業員51人以上企業で週20時間以上

勤務の場合社会保険加入が義務付けられています。 

 昨年登場した「特定親族特別控除」でも年収制限

が緩やかに。19歳以上23才未満の大学生世代の子

がｱﾙﾊﾞｲﾄで稼いでも、年収197万円以下までなら親

は一定の控除を取ることができます。 

 

毎年のように変わる税制や書類の複雑化を

理由に、紙ﾍﾞｰｽからｸﾗｳﾄﾞ型の年調ｼｽﾃﾑ移行

する事業者も増えています。年調ｼｽﾃﾑは、従

業員がｽﾏｰﾄﾌｫﾝから設問に答えるだけで申告

が完了し、ｼｽﾃﾑが控除額を計算する仕組み。 

従業員は書類への記入よりわかりやすく、

短時間で手続きが終わるうえ、年調担当者に

とっても従業員からの質問が減り、紙の配

布・回収や書類の差戻しの手間、検算作業が

ｶｯﾄされるので、年調業務の劇的な効率ｱｯﾌﾟ

につながります。 

改正の関係で年調書類には記入欄が増えており、

年調担当者の負担は確実に増えそうです。 

混乱を避けるには、従業員への早期周知の徹底が

ポイント！ 

従業員からの問合せの急増や、書類の差戻しが多

発することが考えられるため、普段より１週間早め

に案内する、年末調整説明会を開いて改正点や注意

点を案内する、などが有効では？ ●年調システム導入のメリットは？ 

●子育て世代の生命保険料控除の特例 

今年と来年は、子育て世帯(23歳未満の扶養親族

のいる世帯)向けでは、一般生命保険料控除は上限6

万円（通常は4万円のところ）に引上られます。 

生命保険料控除申告書には23歳未満の親族名の

記入欄や保険料の集計欄が増えており、その分ﾁｪｯｸ

作業負担も増えることに。 
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家
族
世
帯
が
 

％
に

沖
縄
返
還
の
調
印
式

大
都
市
住
宅
難
公
団
競
争
率
 

倍

ロ
ッ
キ
ー
ド
事
件
発
覚

カ
ラ
オ
ケ
登
場
、
ブ
ー
ム
は
じ
ま
る

マ
イ
カ
ー
保
有
２
千
万
台
突
破

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、
米
穀
通
帳
廃
止

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

第２次
石油不況

パ
ソ
コ
ン
普
及
台
数
百
万
台
突
破

カ
ー
ド
式
公
衆
電
話
が
登
場

連
立
与
党
が
成
立

就
職
氷
河
期
は
じ
ま
る

焼
酎
 

％
の
伸
び
、
酎
ハ
イ
ブ
ー
ム

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行

Ｎ
Ｙ
株
式
市
場
暴
落
「
魔
の
月
曜
日
」

東
京
の
地
価
 

％
上
昇
「
狂
乱
地
価
」

消
費
税
ス
タ
ー
ト
、
３
％
課
税

国
民
の
中
流
意
識
　
％
に

３
Ｋ
職
、
若
者
に
敬
遠
さ
れ
る

学
校
５
日
制
ス
タ
ー
ト

円高不況 バブル景気 平成不況

09

ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ景気

令
和
元
年

 

消
費
税
　
％

 

ラ
グ
ビ
ー
W
杯

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
・
五
輪
延
期

20

東
京
五
輪
　
コ
ロ
ナ
禍
で
無
観
客
開
催

露
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
・
円
安
進
行

新
型
コ
ロ
ナ
５
類
へ
･
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始

マ
イ
ナ
ス
金
利
解
除
・
新
札
発
行

北
朝
鮮
問
題
・
仮
想
通
貨
高
騰

司
法
取
引
で
逮
捕
、
日
産
会
長
不
正
事
件

大
阪
･
関
西
万
博
・
令
和
の
コ
メ
騒
動

12

東
日
本
大
震
災
・
福
島
原
発
事
故

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

58,775.50 

3.50 

9.00 

基準割引率及び基準貸付利率

5.50 

2.50 

6.00 

1.50 

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

2.625

8.900 
長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 

3.700 
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10

為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

1.50％

2.625％

2.925％

3.700％

3.810％

58,775円

157.95円

3.125％

３年内

３年超

２０２６年１１月９日

Copyright© EIWA Consulting, Inc. All Rights Reserved

日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利

10

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替 157.95 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320




